
保険証の経過措置期間終了に向けた取組について
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1_「これまでの経過」と「今後の取組」の要点

令和6年12月2日以降、保険証の新規発行が終了し、マイナ保険証を基本とする仕組
みへ移行しました。船員保険部ではP3～P6のとおり、マイナ保険証及び資格確認書に
かかる取組や周知広報を行い、円滑な制度移行に努めました。

令和7年12月1日に従来の保険証の経過措置期間が終了し、保険証を利用して医療機
関等を受診できなくなります。引き続きマイナ保険証の利便性や利活用の推進を広報す
るとともに、「保険証が発行されており、かつマイナ保険証の利用登録がない方等、約3
万人」に対し、船員保険部ではP7～P10のとおり、資格確認書の一括発行を行い、加え
て周知広報を行います。

◆ これまでの経過

◆ 今後の取組
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2_令和6年12月2日以降の新規加入者を対象とした取組

マイナ保険証のご理解や、資格確認書の発行手続き方法をお知らせすることを目的に、小冊子（「マイ
ナ保険証のはなし」P5参照）を作成し、すべての船舶所有者及び被保険者へ配布を行ったほか、保険料
納入告知書の同封チラシや、協会ホームページ、メールマガジン等を活用し、「資格確認書の発行が必
要な方は資格取得届の発行要否欄にチェックが必要」であることを周知しました。

資格取得後に資格情報のお知らせを発送する際、「資格確認書の発行には資格取得届の発行要否欄
にチェックが必要」であることや、「チェックはしていなかったが、資格確認書が必要となった場合は、資
格確認書の交付申請書の提出が必要」であること、また、マイナ保険証を基本とする仕組みへ移行した
ことによる変更点を周知しています（P6参照） 。

協会でマイナンバーが確認できない方について、資格取得後まもなく陸上を離れる船員労働の特殊
性を鑑み、住民基本台帳へマイナンバー照会を行う前に交付申請なしで資格確認書を発行し、制度の
円滑な運用に努めています。

医療保険者等向け中間サーバーより月次で連携される情報を利用して、船員保険部において資格取
得後にマイナ保険証の利用登録をしていない方等に対し、毎月資格確認書を交付申請なしで発行を行
い、資格確認書が必要な方にもれなくお届けできるよう対応を行っています。
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① 「資格確認書」発行要否欄の周知

② 船舶所有者へ「資格確認書」の留意事項の等を案内

③ 「資格確認書」の住民基本台帳照会前の発行

④ マイナ保険証の利用登録がない方等への対応



資格情報のお知らせ発行

対応②

対応①

① 「資格確認書」交付希望欄の周知
② 船舶所有者へ「資格確認書」の留意事項等を案内
③ 「資格確認書」の住民基本台帳照会前の発行

船員保険の対応

資格確認書
発行

あ
り

な
し

取得届等の
交付希望欄
の記入

マイナンバー
有無（※）

マイナ保険証
有無

住民基本台帳
照会・回答

資格確認書
発行

資格確認書
発行

なし

あ
り

な
し

資格確認書
発行

船舶所有者
への案内取得届等の

提出

な
し

あ
り

資格取得届等に「資格確認書
の交付希望欄」が追加され、
希望する場合は☑が必要と

なることを周知

船舶所有者へ資格確認書の
留意事項等の案内

〇取得届に交付希望がない場合発行まで
に時間がかかること

〇必要な場合は交付申請により数日で
発行を受けられること

〇マイナ保険証のメリット
（転職等で記号番号が変更となる場合、
これまでの保険証より早く変更後の
資格情報で受診できる等）

（※）取得届等でマイナンバーの記載がない場合でも、
協会のシステムにおいて、基礎年金番号で照合し
マイナンバーが判明すれば、中間サーバーへ資格
情報やマイナンバー情報を連携している。
基礎年金番号でもマイナンバーが不明な場合に限り、
住民基本台帳へ照会を行っている

対応③

マイナンバーが確認できない方に
ついて住民基本台帳情報の照会前に
資格確認書を交付申請なしで発行

住民基本台帳への照会

令和6年7月22日
第64回船員保険協議会資料6より抜粋
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対応④



（参考）船員保険の対応①
●小冊子「マイナ保険証のはなし」（令和6年度版）

送付時期：令和6年8月
送付対象：船舶所有者（4千箇所）及び被保険者（5万6千人）
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（参考）船員保険の対応②
●資格情報のお知らせ同封チラシ

送付時期：令和6年11月以降
送付対象：資格取得届を提出した船舶所有者
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保険証が発行されており、かつ令和7年2月時点でマイナ保険証の利用登録がない方等を対象に、
マイナ保険証の利用登録ができること、また、保険証の経過措置期間が終了するまでに交付申請な
しで資格確認書をお送りすることを周知しました（P9参照） 。

3_令和6年12月1日以前の既存加入者を対象とした取組
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① 職権発行対象者への事前案内

② 資格確認書の一括発行

保険証が発行されており、かつ令和7年4月末時点でマイナ保険証の利用登録がない方等3万人を
対象（注1）に、令和7年7月から9月（注2）にかけて、交付申請なしで資格確認書を作成し、船舶所有者
へ発送を行います。
（注1）令和7年12月1日までに資格喪失予定の方を除く
（注2）被保険者と被扶養者の資格確認書の到着時期がずれて混乱が生じないよう、発送時期を統一した

③ 保険証の経過措置期間終了にかかる広報

令和6年12月1日以前に加入し、従来の保険証を利用している方は、令和7年12月2日以降保険証
が利用できなくなることを、保険料納入告知書の同封チラシや、新聞広告等を活用して広報を行って
います（P10参照）。
また、令和6年度に作成した小冊子「マイナ保険証のはなし」の令和7年度版を船舶所有者及び被保
険者へ令和7年10月下旬頃に発送し、マイナ保険証の利便性や利活用の推進、資格確認書の説明等
について広報を行います。
加えて、マイナ保険証を利用登録している方で資格確認書が必要な場合は、交付申請書の提出が必
要であること、及び、交付申請書は、保険証の経過措置期間が終了する前に余裕をもって早めに提出
をお願いしたいことを早期から周知することで、円滑な移行に努めて参ります。
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令和6年7月22日
第64回船員保険協議会資料6より抜粋



（参考）職権発行対象者への事前案内

●事前案内はがき
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送付時期：令和7年3月
送付対象：従来の保険証が発行されているマイナ保険証の利用登録がない被保険者及び被扶養者（3万人）



（参考）保険証の経過措置期間終了にかかる広報
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●保険料納入告知書同封チラシ（令和7年6月号）

送付時期：令和7年6月
送付対象：船舶所有者、関係団体（9団体）

●日本海事新聞掲載広告

掲載時期：令和7年5月から令和8年3月まで、月1回


